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	政府は15日、給与関係閣僚会議を開き、本年の公務員給与の取り扱いについて、人事院報告どおり、俸給表・一時金を据え置くことを決定しました。

また、国家公務員給与を平均7.8％減額している臨時特例減額措置を2014年3月をもって終了する方針を決めましたした。報道によると人事院勧告に基づかない給与減額の継続は法律上困難と判断したほか、安倍政権が民間企業に給与引き上げを要請していることを踏まえて判断したとされています。

　給与減額は、東日本大震災の復興財源を確保するため昨年４月から２年間の特例として実施しており、国家公務員給与に合わせて地方自治体に強要してきた地方公務員給与の減額についても今年度限りとしました。
一方、50代後半の職員や地方勤務職員の給与水準引き下げなど、「公務員給与の総合的見
	
	
	直し」への着手を言及し、人事院に対し具体案を取りまとめるよう求めることを決めました。まさに地方公務員給与削減に向けた方針とも言えます。

これらに対する自治労見解を次号の「自治労つべつ」でお知らせします。
	　　　　　　【時事通信より】








２面は「キャッシュカード」「フルキャッシュバックサービス」のお知らせ
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庁舎以外でご用のある方は書記長の迫田（農政）へ午前中に連絡をください。



























































秋期闘争期の町長交渉を昨日午後３時から行いました。交渉事項は、13日の副町長交渉とその内容の町長の了解を踏まえ、①自治体財政の見通し、②組織・機構・定数、③雇用と年金の接続の３点に絞りました。交渉結果は、本日の職場集会で報告します。














　　　　　　　








ろうきんウィンターキャンペーンを１２月３０日まで実施！（詳細は明日の自治労つべつで）


☆☆☆☆☆ 裏面にろうきんからのお知らせ ☆☆☆☆☆














